
〇重層的支援体制整備事業について
概要・特徴
• 改正社会福祉法に規定(第106条の4)
• 市町村の任意事業
• 介護・障がい・こども・困窮者対策等の既存事業を一体的に実施
• 新機能分（後述）について、新たな財政支援
• 新機能分を先行実施する「移行準備事業」も実施可

参考資料１

地域共生社会の実現に向けた
包括的な支援体制整備のための任意事業



厚生労働省資料より【地域共生社会とは】



「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働
の推進に関する検討会最終とりまとめ 概要」より

厚生労働省資料
を一部修正

【包括的な支援体制とは】



〇重層的支援体制整備事業について

重層的支援体制整備事業の内容（社会福祉法第106条の４第２項）

包括的相談支援事業
（第106条の４第２項第１号）

・属性や世代を問わず包括的に相談を受け止める
・支援機関のネットワークで対応する
・複雑化・複合化した課題については適切に多機関協働事業につなぐ

地域づくり事業
（第106条の４第２項第３号）

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所を整備する
・個別の活動や人をコーディネートする
・地域のプラットフォームの形成や地域における活動の活性化を図る

参加支援事業
（第106条の４第２項第２号）

・社会とのつながりを作るための支援を行う
・利用者のニーズを踏まえた丁寧なマッチングやメニューをつくる
・本人への定着支援と受け入れ先の支援を行う

多機関協働事業
（第106条の４第２項第５号）

・市町村全体で包括的な相談支援体制を構築する
・重層的支援体制整備事業の中核を担う役割を果たす
・支援関係機関の役割分担を図る

アウトリーチ等を通じた
継続的支援事業
（第106条の４第２項第４号）

・支援が届いていない人に支援を届ける
・会議や関係機関とのネットワーク中から潜在的な相談者を見付ける
・本人との信頼関係の構築に向けた支援に力点を置く
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・地域包括支援センターの運営(高齢)
・相談支援事業（障がい）
・利用者支援事業(こども）
・生活困窮者自立相談支援事業(困窮)
・福祉事務所未設置町村による相談事業(困窮)

・地域介護予防活動支援事業(高齢)
・生活支援体制整備事業(高齢)
・地域活動支援センター機能強化事業(障がい)
・地域子育て支援拠点事業（こども）
・生活困窮者支援等のための地域づくり事業(困窮)

・参加支援事業
・多機関協働支援事業
・アウトリーチ等を通じた継続的支援事業

（２）地域づくり事業

（１）包括的相談支援事業 （３）新機能

●重層的支援体制整備事業（交付金）
➡（１）～（３）の全事業の実施が要件

●移行準備事業（交付金）
➡（３）の多機関協働支援事業の実施が要件

（アウトリーチ、参加支援は任意）

国・都道府県は、 これらの事業に必要な財源を交付

＜参考＞必須事業及び交付金等について



三菱UFJリサーチ＆コンサルティング
「【概要版】重層的支援体制整備事業に関わること
になった人に向けたガイドブック」より＜参考＞



三菱UFJリサーチ＆コンサルティング
「【概要版】重層的支援体制整備事業に関わること
になった人に向けたガイドブック」より

＜参考＞


